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生物写真シリーズ【クロガシラガレイ】
　北海道立栽培水産試験場では、クロガシラガレ
イ仔稚魚の成長、形態形成、性分化等の種苗生産
技術に関する基盤的調査研究を行っています。
　クロガシラガレイの卵は粘着性の強い直径約
0.8mmほどの付着沈性卵で、受精後約12日でふ
化します。ふ化仔魚は全長約3.4mmで、ふ化後
90日ほどで全長30mmになります。
　①は受精後24時間、②はふ化直前の卵です。
③はふ化後2日齢、④は10日齢、⑤は20日齢の
仔魚です。⑥は26日齢、⑦は30日齢の変態中の
仔魚です。⑧は45日齢、全長15mmの稚魚です。
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　新年あけましておめでとうございます。
　漁業者はじめ漁協や系統団体、また市町村な
ど会員の皆様、さらに国や道など関係機関の
方々に対しまして心から新春のお慶びを申し上
げます。
　さて、昨年を振り返りますと、春先の日本海の
ニシンの豊漁で幸先の良いスタートを切ったも
のの、夏場の低温や多雨によって昆布が不漁と
なるなど、全般的に漁業生産が不振の様相を呈
していた中、秋サケが来遊予想に反して好漁と
なり、ようやく一息ついたという状況でありま
した。このような中、政権が自民党から民主党に
移り、水産政策をどのように進めて行くのか、こ
とさら栽培漁業の振興にどう取り組んでくれる
のか、今なお固唾を飲んで見守るという情勢に
あります。
　一方、公社の種苗生産事業ですが、マツカワ
の水揚げは引き続き好調であり、種苗生産・放流
事業の効果を実感させるものとなっております
が、相変わらず値段が取れず、その対策について
皆で考えて行かなければならない状況にあるの
ではないかと考えております。その一方で、ヒラ
メについては白化個体の発生や腹部膨満症に
より目標とする放流数に達せず、ナマコも新た
な要因で不調ということで、改めて生き物を扱
う事業の厳しさを痛感する一年となったものと
思っております。
　本年は、これらの反省に立って、種苗生産事業
に取り組んで参りたいと考えておりますので、
種苗生産や放流に多大なる御支援・御協力を頂
いております地域の漁業者の皆様をはじめ、水
試や水産技術普及指導所、さらには関係市町村
の皆様に対しまして、日頃の感謝の念を表しま
すとともに改めて御指導・御 撻のほどをお願
い申し上げる次第であります。
  皆様御承知のとおり、公社は昨年10月創立30

周年を迎えたわけであります。本来、次の展開に
向かって華々しいスタートを飾るべき節目であ
りますが、公社を巡る社会情勢は極めて多事多
難な状況にあります。公益法人などに対する世
間一般の目は極めて冷ややかな傾向にあり、公
益法人移行問題も容易に片づく情勢にはありま
せん。加えて、地方自治体の財政状況が一層逼迫
の度を強め、補助金の削減はおろか、基金までも
その扱いが俎上に乗せられる情勢にあります。
また、民主党政権がダム事業の見直しを大きな
問題として取り上げたことにより、その影響が
調査事業に及ぶ可能性もあります。
　このように、公社は今極めて厳しい情勢に直
面しており、本年はこれらの諸問題に対応して、
今一度公社の事業、組織、運営の各般に亘って根
本的に考え直すことが余儀なくされる、そうい
う年になるものと考えており、役職員一丸とな
ってこの難局を乗り切るべく行動をしていかな
ければならないものと考えております。
　とは言え、常に申し上げておりますが、公社の
使命は何と言っても漁村の健全な発展と国民へ
の安定した食糧の供給を基本的な役割とする種
苗生産事業を行って行く一方で、環境調査を通
じて漁業生産の場の環境保全に貢献して行くこ
とであります。このため、苦難の道となるかも知
れませんが、厳しい現下の情勢に対応し、今後に
繋がる展開方向を見出して行く所存ですので、
全道の漁業者をはじめ会員の皆様におかれまし
ては、公社の役割や現状について一層御理解を
頂きますとともに、今後とも何かとお力添え頂
きますよう宜しくお願い申し上げる次第であり
ます。　　
　最後に、皆様にとって新年が御多幸でありま
すよう、そして浜が大漁によって潤いますこと
を心から御祈念し、年頭の御挨拶といたします。

社団法人 北海道栽培漁業振興公社
会長理事 杉森　　隆

西暦　2010年西暦　2010年

年頭挨拶



　社団法人全国豊かな海づく

り推進協会（以下、当協会）は、

平成15年10月、社団法人日本

栽培漁業協会が、公益法人改革

の一環の中で、独立行政法人水

産総合研究センター（以下、水

研センター）に統合されるに当

たり、栽培漁業の推進に停滞が

あってはならないとして、全国

の都道府県及び漁業系統団体

の強い意志の下に、その名称

も、栽培漁業の推進を核により

幅広い諸活動の可能性を期待

して「豊かな海づくり」を冠し

て発足しました。

　協会の活動は、年々その内容

を充実させてきていますが、中

でも、水研センターからの委託

事業が、栽培漁業推進の骨格を

形成しています。水研センター

で開発された技術、あるいは開

発途上にある技術は、当協会を

通じて都道府県の協力を得て

それぞれのフィールドに展開

され、実証される仕組みとなっ

ています。

　次に、事業規模として大きい

のは、平成18年度から始まっ

た国の補助事業である「栽培漁

業資源回復等対策事業」です。

　この事業は、都道府県への補

助事業が、税源委譲対象となっ

たことと呼応しており、魚類等

が県域を越えて広域に回遊す

ることを踏まえ、都道府県の連

携・協力を強く助長することに

より低位水準にある有用資源

の回復に努めようとするもの

です。平成21年度は14海域、

延べ55道府県が参画して、関

係県の連携体制の構築を検討

するため、海域毎に適地に種苗

を放流し、効果調査を実施する

内容となっています。

　更に、栽培漁業の展開と漁場

の整備の効果的対応の促進に

向けての種々の諸調査、豊かな

海づくりを目指したアマモ場

造成、磯やけ対策などを実施す

る上で、水産関係者にとどまら

ずNPOや民間団体等の参加を

得た普及・啓発活動などを国か

らの受託事業として実施して

います。

　当協会の独自事業は、これら

水研センターからの受託事業

や国からの補助・委託事業と密

接な関連を持たせつつ、会員の

要望を踏まえて、豊かな海づく

りに関連する様々な諸活動を

支援するなど多様な事業活動

を実施しています。本稿では、

当協会の事業内容を紹介いた

します。

　当協会は、会員が実施する豊

かな海づくりに関する事業に

対して支援を行っています。そ

の主な事業としては、漁協等実

践活動助成事業、都道府県版海

づくり大会支援事業、豊かな海

づくりに関する現地研修会が

あります。また、広報関係の事

業として、機関誌、パンフレッ

トの刊行・配布やホームページ

での情報発信を行っています。

以下に、これら事業の狙いや実

績等について紹介します。

今月の
講　座

栽培漁業公社紙上大学栽培漁業公社紙上大学栽培漁業公社紙上大学

社団法人全国豊かな海づくり
 推進協会事業内容の紹介

社団法人　全国豊かな海づくり推進協会

業務課員　藤　田　智　也

はじめに
（設立経緯と諸活動）

当協会独自事業
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（１）漁協等実践活動助成事業

　本事業は漁業協同組合や関

連団体が実施している水産動

植物の増殖及び養殖の推進、水

産動植物の育成環境の保全、資

源の適切な管理及び都市と漁

村の交流の実践等に関する活

動を推進するために必要な経

費の一部を助成するものです。

近年は毎年20県以上に対し助

成を行っています。北海道の関

係機関では、これまでに上磯郡

漁業協同組合青年部上磯支部

（事業内容；ヒラメの標識放流

事業）や、いぶり噴火湾漁業協

同組合（事業内容；赤ホヤ種苗

生産養殖事業）が助成対象とな

っています。

（２） 都道府県版海づくり大会

支援事業

　本事業は、各都道府県におい

て、栽培漁業の必要性と重要性

を漁業者はもとより広く国民

にアピールするイベントを「都

道府県版海づくり大会」として

支援するもので、近年は毎年

10県前後に対し支援を行って

います。北海道に関しては、「え

りも以西海域マツカワ放流式」

がこれまでに支援対象となっ

ています。

（３） 豊かな海づくりに関する

現地研修会

　本事業は、栽培漁業技術及び

豊かな海づくりに関する知見

の理解を深め、各地域にこれら

を普及・定着させることを目的

とし開催しています。研修会の

内容は都道府県からの提案に

基づき、栽培漁業技術及び豊か

な海づくりに関連する課題や

取り組みについて１テーマを

選定しています。

　北海道では平成19年度に

（独）水産大学校生物生産学科

浜野准教授を招き「ナマコの栽

培漁業（ナマコの栽培漁業を支

援するフィールド研究）」と題

して開催いたしました。

　豊かな海づくりに関する現

地研修会の北海道での実施回

数は前記の２事業に比べ少な

い状況となっています。

　本研修会の課題は栽培漁業

に関する内容に限らず、藻場造

成、資源管理、養殖技術など豊か

な海づくりに関することであれ

ば対象となるので、積極的に研

修会を提案いただきたいと思い

ます。

（４）機関紙「豊かな海」

　会員等の栽培漁業の取り組

み実態、新技術の開発状況、中

央行政の動向及び海づくり協

会の活動状況等、時機にあった

記事内容とした機関誌「豊かな

海」を年３回刊行し、会員、賛助

会員等に配布しています。11

月には「ニシンの資源回復」を

特集した第19号を刊行しまし

た。

（５）パンフレット

　これまでに、当協会要覧パン

フレット、第５次栽培漁業基本

方針をわかりやすく説明した

パンフレット「育てよう豊か

な海～栽培漁業のできること

～」、栽培漁業パンフレット「知

ってる？栽培漁業」、全国豊か

な海づくり大会パンフレット

を作成し、会員、賛助会員並び

に全国豊かな海づくり大会、都

道府県版海づくり大会支援、現

地研修会、各種イベント等で配

布しました。特に「知ってる？

栽培漁業」は栽培漁業について

マンガでわかりやすいと好評

を得ており、毎年、社会科見学

で訪れる小学生に配布するな

ど多くの関係機関からの要望

に応えています。

（６）カレンダー

　豊かな海づくりに関する写

真を掲載したカレンダーを毎

年作成し、会員、賛助会員、水産

庁、水研センター、都道府県栽

培漁業センター等に配付し好

評を得ています。

栽培漁業公社紙上大学栽培漁業公社紙上大学栽培漁業公社紙上大学

知ってる？栽培漁業
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（７）ホームページ

（http://www.yutakanaumi.jp）

　ホームページにより豊かな

海づくりについて、栽培漁業関

係者はもとより、国民一般の理

解を得るため、組織及び事業

内容の紹介等の情報発信及び

公益法人としての情報開示を

行っています。また、11月には

「web叢書」のコーナーを新設

し、つくり育てる漁業に関する

情報として「海づくり叢書」を掲

載しています。

（８）種苗生産等情報ネットワーク

　水産魚介類の種苗生産を実

施している都道府県栽培漁業

センター、水産試験場、公益法

人及び水研センターの各栽培

漁業センターとの間で魚介類

の種苗生産や親クルマエビ、ヨ

シエビ、クマエビの入手・産卵

等に関する情報交換を行いま

す。種苗生産情報には97機関

が情報提供・配信に登録されて

います。親エビ情報は20機関

が登録されています。

（９） 全国豊かな海づくり大会

の支援

　豊かな海づくり大会推進事

務局（全漁連）と連携して、全国

豊かな海づくり大会の開催を

支援・協力します。平成21年度

は東京都港区にある東京海洋

大学で開催され、当協会はご覧

水槽の設置やお手渡し稚貝の

準備等を行い、本大会の円滑な

運営に寄与しました。

　水研センターからの委託事

業である栽培漁業推進対策等

委託事業は21年度には企画公

募に応募して、当協会が採択さ

れました。本委託事業の内容は

下記のとおりです。

（１）栽培漁業実証事業

　本事業は、水研センターが

実施した技術開発の成果を、環

境、資源・生態、漁業実態等の条

件が異なる日本各地域で検証・

実証試験を行い、その成果はも

とより、そこから掘り起こされ

た課題を水研センターに報告

し、水研センターにおける現場

から要望された研究開発課題

として受け止められます。また、

これらの試験で得られた結果・

成果は、当協会の会員である都

道府県の公益法人・漁連（漁協）

への技術移転に資するもので、

当協会が実施する事業の中の

大きな柱となっています。

　水研センター等が研究開発

した種苗生産､中間育成、放流

等に関する技術を地域の状況

に即した応用技術として確立

するため、当協会は、水研セン

ターの企画の下に、都道府県が

必要とする実証技術開発課題

と課題の実施に必要な種苗等

の数量を調査します。当協会は

この調査結果を取りまとめ、水

研センターの中期計画の課題

の一つである「増殖対象種の放

流効果を実証するため、都道府

県等と連携して必要な調査を

実施する」ことに従い作成され

る年度計画に沿って内容を水

研センターと協議するととも

に､取り組み課題と種苗等の利

用実施計画案を作成し、当協会

の委託事業検討委員会の審議

を経て実証試験実施計画とし

て取りまとめます。

（２） 栽培漁業種苗生産、入手・

放流実績の刊行

　全国39都道府県の担当者の

協力のもとに、種苗生産、中間

育成、放流等の実施状況の詳細

なデータを収集し、これを「栽

培漁業種苗生産、入手・放流実

績（全国）」として整理・刊行す

るもので、いわゆる栽培漁業の

統計資料です。これらは都道府

県等関係機関に配付し、活用さ

れています。

（３）栽培漁業事例集の刊行

　概ね３年に１回、全国の都道

府県の協力を得て、全国におけ

る栽培漁業に係る各種事業の

優良な事例等を収集し、栽培漁

業の現場で参考となるよう栽

培漁業事例集として刊行しま

す。また、その間の年度におい

ては、栽培漁業事例集等の中か

ら優良事例を選出して詳細調

査を行い、事業導入の経緯、効

果の発現要因、今後に向けた提

言等を取りまとめ、報告書とし

て刊行します。

栽培漁業公社紙上大学栽培漁業公社紙上大学栽培漁業公社紙上大学学

栽培漁業推進対策
等委託事業
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（４）栽培漁業の映像の制作・貸出し

　つくり育てる漁業に関する

映像資料として、主に栽培漁業

の対象種の卵、稚仔、幼魚、親魚

を撮影し、これまでにスライド

184枚を制作しました。また、

水研センターが制作したビデ

オ（28巻）及びスライド（3,000

枚）の移管を受け、都道府県等

関係機関に貸し出しを行って

います。

（５） 栽培漁業技術中央研修会

の開催に関する事務

　栽培漁業技術中央研修会は、

都道府県の行政、水産試験場、

栽培漁業センターや市町村、公

益法人、漁連・漁協等の栽培漁

業の推進に携わる関係者を研

修対象として、水研センター等

で開発された栽培漁業技術、栽

培漁業に関する広範囲な分野

の技術や知見をテーマとした

研修会を開催し、栽培漁業の基

礎的及び新しい技術を普及す

ることを目的とするものです。

　当協会は、本研修会の開催に

関する事務、講義の理解を深め

るためのテキストの作成・配

付、聴講しやすい会場の運営に

努めています。

（６） 全国豊かな海づくり大会

の支援

　水研センターが開発した栽

培漁業の研究開発成果を広く

国民にアピールし、栽培漁業の

重要性の認識を深めてもらう

ため、多くの国民が参加するイ

ベントで栽培漁業の研究開発

成果である種苗の展示並びに

種苗の体験放流等を行います。

　本事業は、水産基本計画等に

示される資源回復計画、国際的

な課題や海域環境悪化に対応

した資源造成を効果的・効率的

に展開する観点から、海域レベ

ルで適地種苗放流体制の構築

を目指し、平成18年度より始

まった国の補助事業です。本事

業では、海域ごとに協議会を設

置し、関係都道府県が連携した

取組みを通じて、種苗の確保、

当該海域での適地放流、主要地

域での市場調査等を行い、関係

都道府県間の交流状況や当該

海域の放流効果を把握し、これ

らの調査結果の検討及び評価

を通じて、効率的かつ効果的な

関係都道府県の連携による放

流体制の構築を目指すもので

す。当協会は企画提案型のこの

事業に応募して21年度は採択

栽培漁業公社紙上大学栽培漁業公社紙上大学栽培漁業公社紙上大学

栽培漁業資源回復
等対策事業
（水産庁補助事業）

写真１　中央研修会の様子

表１　平成21年度栽培漁業資源回復等対策事業の対象海域・対象種等
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されて事業主体となり、水産

庁・水研センターの指導の下、

関係道府県の協力を得て本事

業を実施しています。平成21

年度の対象海域・対象種・構成

県は表１のとおりです。北海道

はえりも以西太平洋海域マツ

カワ海域協議会、陸奥湾・太平

洋北海域マダラ海域協議会、日

本海北部海域ヒラメ海域協議

会の構成県となっています。

　えりも以西太平洋海域のマ

ツカワでは北海道放流群の回

収率が7.0～23.7％であるこ

とがわかりました。今後は、北

海道の本海域での放流効果及

び経済効果の把握が課題とな

っております。将来的には放流

魚の北海道から茨城県に至る

太平洋北海域における移動・分

布並びに回収率を明らかにし、

太平洋北海域全体の未成魚及

び親魚の資源管理を含めた種

苗放流とその管理体制のあり

方を検討することが必要と考

えられます。

　陸奥湾太平洋北海域におけ

るマダラの調査は平成21年度

から始まりました。資源量減少

原因の整理、陸奥湾で標識放流

した種苗の再捕報告の周知、過

年度放流魚の放流効果の検討、

標識方法の改良などを実施す

る予定です。

　日本海北部海域ヒラメ海域

協議会は平成18年度放流群が

21年度に漁獲の主体となるた

め、標識放流魚の調査に加え

て、放流魚と再捕魚のDNA分

析にも力を入れています。これ

らの結果から、海域全体の放流

効果を推定し、関係県間の交流

状況の把握により、種苗放流体

制のあり方を検討します。

　神奈川県水産技術センター

が水産基盤整備調査によって

市民との協働で造成したアマ

モ場を活用し、地元の小学生に

種苗生産、放流から放流魚の生

態観察のモニタリングまでの

過程の体験と生態に配慮した

漁場整備の必要性について学

習してもらうことにより、水産

基盤整備事業と栽培漁業の密

接な関係について子供を中心

とした市民の理解を得ること

を目的として事業を行ってい

ます。

　本事業は、磯焼け対策ガイド

ラインづくりで蓄積した知見

を活用し、磯焼け改善に高い意

欲を有する漁業者等に対し、対

策プランづくりや効果検証等

についての技術的なサポート

を行うことをねらいとしてい

ます。大規模な磯焼けの改善事

例づくりを行うこととこれら

の取組事例から磯焼け対策の

体制づくり等のノウハウを整

理し、他地域への普及を図り、

磯焼け改善に対する漁業者等

の意欲を向上させ、漁業者等の

自発的な取組を促し、磯焼けの

全国的かつ効率的な改善を目

指すものです。

　北海道では、美国地区や留萌

地区で実施されている磯焼け

対策に対しサポートを行って

います。

　以上のように、当協会は栽培

漁業を中心に多岐にわたる事

業を展開しています。今後と

も、都道府県、国、水研センター

に加え系統団体との密接な連

携を図りながら豊かな海づく

りを目指していきたいと思い

ます。最後に、会員各位には当

協会の実施する事業に更なる

ご理解をお願いするとともに、

今後ともご指導・ご鞭撻を心か

らお願い申し上げます。

栽培漁業公社紙上大学栽培漁業公社紙上大学栽培漁業公社紙上大学学

栽培漁業と連携させ
た市民参加による漁
場づくり手法の開発
（水産庁委託事業）

写真２　栽培漁業教室

岩礁域における
大規模磯焼け対策
促進委託事業
（水産庁委託事業）

写真３　藻場モニタリング

おわりに
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　野付漁協の漁業後継者、坂下貴

宏さんの実家は、ホタテ桁網、サ

ケ定置網、待網漁業などを営んで

います。

　「父親と一緒にホタテ桁網船に

乗って、初めてホタテの水揚げを

見たときは、迫力があってすごい

なと思いました。実際に手伝って

みて、こんな大変な仕事なんだな

と感じました」

　サケ定置網漁は実家の漁場で

はなく、他の漁場に通っています。

　「父からよそで勉強していっぱ

い怒られてこい、仕事は怒られて

覚えるもんだと言われました。で

も、1年目で何も知らない自分に

皆さんよくしてくれ、優しく教え

てくれてありがたいです」

　父親と同じ漁師になってから

父親のすごさが分かってきて、父

親を見る目が変わりました。

　「舵取りも定置網を建てるのも

漁師の仕事は難しいことがいっ

ぱいです。待網は父と親戚のおじ

さんと3人で行ってますが、早く

覚えていずれは自分でも網を建

てられるように精進したいです」

　同学年の漁業後継者仲間がい

ないので、縦のつながりを持ちた

いと青年部に入り、積極的にイベ

ントや販促活動、交流会などに参

加しています。

　「自分は人見知りで、上がり症

で無口な性格なので、一人で不安

でしたが、先輩たちが気軽に話し

かけてくれて輪の中に入ること

ができ、感謝しています。だから、

全力で答えようと思います」

　自分に何ができるか分からな

いけれど、地域や人の役に立ちた

い。そして、漁師としての腕だけ

でなく、人望があり、誰からも慕

われている父親みたいになりた

いと願っています。 

野付漁協

坂下　貴宏さ
ん

父親みたいになりたい
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